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研究成果の概要（和文）：　本研究の結果、地域連携プロジェクトによって小規模企業を含む中小企業の海外展
開が活性化されていることが明らかになった。本研究の対象である地域連携プロジェクトに携わった中小企業
は、海外で開催される国際的な展示会を有効活用し、同じ地域出身の中小企業や組織・団体と信頼関係を構築
し、さらなる海外展開に関する情報共有を行っていることが示された。また、地域連携プロジェクトにかかわる
地域組織・団体は、プロジェクトの中心的な役割を果たし、情報共有のみならず海外展開への補助金や海外展開
に携わる人的資源に対する支援を行っていた。

研究成果の概要（英文）： Japanese SMEs in the food manufacturing industry are expanding their 
business overseas with support from the Japanese central and local governments. There are barriers 
to their internationalization. Based on the observation of attending an international trade show in 
Hong Kong, the HKTDC Food Expo, this study explored the social ties of those SMEs for information 
sharing and support in the same region.

研究分野：国際経営

キーワード： 中小企業　海外展開　地域連携　信頼　学習

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　日本の食品製造業で同じ地域の中小企業と地域支援団体と海外で行われる国際食品展示会への共同出展する地
域連携プロジェクトを対象に調査し、ネットワーク分析を行ったことは学術的に意義がある。そして、その地域
連携プロジェクトが中小企業の国際展開における情報収集を行う場として活用されてることを明示したことは社
会的な意義がある。さらに、本研究の理論的研究の結果によって、地域内の中小企業間のネットワーク、学習、
および信頼形成が将来的な中小企業の国際展開のプロセスに影響を及ぼす可能性を明らかにしたことは、学術的
意義を示唆している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１． 研究開始当初の背景 
国際経営分野における先行研究において、中小企業の単独での海外展開にはさまざまな障壁
や課題があることが示されている。また、中小企業と地方自治体の連携に関しては、経済学や地
域政策の分野で研究が実施されている。 
日本の地場産業の多くは小規模企業であり、地域人口の減少や労働人口の老齢化により消費
の低迷が影響している。これらの背景は、小規模企業を含む中小企業の経営活動に影響を与えて
いる。また、それらの企業の経営活動では新製品の開発、人材育成、同業・異業種企業間の連携
や海外展開が求められるが、資金や人材面において課題・問題があると指摘されている。この打
開策の一つには、地方自治体によって中小企業の海外展開を支援する地域連携プロジェクトが
挙げられる。例えば、地域団体によって支援される海外で開催される国際的な展示会への共同出
展も、地域連携プロジェクトのひとつとして考えられる。 
近年において、中小企業の海外展開に関する研究は多く見受けられるようになったが、地域連
携プロジェクトに焦点を当てて調査しているものは数少ない。特に、プロジェクトマネジメント
と組織行動論の分野の視点は、複数の企業を含む地域連携プロジェクトを円滑に行う際におい
て企業の行動を理解するために重要であると考えられる。 
以上の研究背景から、本研究の着想を得た。本研究では小規模企業の海外進出おける地域連携
プロジェクトを研究対象とした。また、その事例として、東海地域に所在する食品製造業の小規
模企業と複数の地方自治体を対象にした。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、小規模企業の海外展開における地域連携プロジェクトを、プロジェクトマネ
ジメントと組織行動論の観点から明らかにすることであった。さらに、地域連携プロジェクトの
組織間関係構築プロセスを実態調査の結果から体系化し、フレームワークとして提示すること
にあった。 
 
３．研究の方法 
まず、小規模企業の海外展開と企業の国際展開プロセスの段階についての文献を探索した。そ
して、アンケート調査で得られるデータ解析を実行するために、ネットワーク分析方法について
文献探索を行った。 
次に、実態調査を行うために、香港で開催された国際的な食品展示会である Food Expo に同行
した。その中で、2つの地域連携プロジェクト（地域連携プロジェクト Xと地域連携プロジェク
ト Y）に対して、アンケート調査とインタビュー調査を実施した。地域連携プロジェクト Xに対
して、12 社の中小企業と 2 つの地域支援団体に調査を実施した。他方、地域連携プロジェクト
Yに対して、26 社の中小企業と１つの地域支援団体に調査を実施した。その後､アンケート調査
の結果をネットワーク分析によってデータ解析を行い、2つの地域連携プロジェクトのネットワ
ークの構造や密度などを比較した。 
本研究を進行するために研究の対象を変更した。まず、小規模企業として当初は区切っていた
が、実際のインタビュー調査やアンケート調査において、企業の売上高を踏まえると小規模企業
と中小企業の定義と明確に区別することが不可能であった。そのため、小規模企業を含む中小企
業を対象に研究を行った。 
なお、当初の計画では、追加の実態調査を実施する予定であった。しかし、新型コロナウィル
ス感染症の拡大などの影響により、海外で開催する国際展示会が中止、もしくは、オンライン開
催となり、企業にアンケート調査やインタビュー調査を行う実証研究を行うことができなかっ
た。そのため、追加調査として文献研究を探索し、理論的研究を行った。 
 
４．研究成果 
本研究の結果、小規模企業を含む中小企業の海外展開における地域連携プロジェクトは、企業
の国際展開プロセスの初期段階で重要な役割を果たすことが明らかになった。 
企業の国際化に関する先行研究において、国際展開プロセスの初期段階には輸出活動の前に、
海外に関する情報収集の段階が示されているが、具体的にどのように中小企業が情報を収集す
るのかが明らかではなかった。また、中小企業には、その規模のために海外ビジネスに関する情
報の収集に制約があることが示されていた。 
実証研究の結果によって、海外で開催される国際展示会の共同出展を行う地域連携プロジェ
クトでは、中小企業の国際展開における情報収集を行う場として活用されていることが示され
た。また、本研究の理論的研究の結果によって、地域内の中小企業間のネットワーク、学習、お
よび信頼形成が将来的な国際展開のプロセスに影響を及ぼす可能性が示唆された。 
  
（1）地域連携プロジェクトと情報収集 
海外で開催された香港 Food Expo では、地域連携プロジェクトが海外展開における情報共有



の場となっていることが示された。アンケート調査の結果、地域連携プロジェクト X の内部で
は、(1)海外のバイヤーに関する情報(79%)、（2）海外の流通網に関する情報（64.3%）、(3)海外
消費者行動の情報（57%）、(4)日本の輸出業者に関する情報（43%）、および(5)海外の規制に関す
る情報（35.7%）などの共有が行われていることが示された。他方、地域連携プロジェクト Yの
内部では、(1)海外の流通網に関する情報（84.6%）、(2)海外のバイヤーに関する情報（73.1%）、
(3)海外消費者行動の情報（69%）、(4)海外の規制に関する情報（65.4%）、および(5)日本の輸出
業者に関する情報（58%）などの共有が行われていた。 
ネットワーク構造を展開すると、地域連携プロジェクト Xと地域連携プロジェクト Y共に、中
小企業を支援している地域支援団体が情報共有におけるネットワークの中心的役割を果たして
いることが示された。また、地域支援団体を除いても、中小企業同士のみで情報共有を行うネッ
トワークを構築していることが明らかになった。この結果から、地域連携プロジェクトでは、地
域支援団体と中小企業間では情報共有が頻繁に行われ、各中小企業は海外展開に必要な情報を
収集していることがいえる。 
インタビュー調査の結果、地域連携プロジェクトにおける地域支援団体の支援は、金銭的な支
援のみに留まらず、通訳の手配に関する人的資源や海外でのコーディネーターの紹介などの支
援をしていることが明らかになった。また、地域連携プロジェクト X の中小企業同士が協力試
合、香港 Food Expo へ展示する商品を共同で日本から輸送し、経済的な負担を軽減していること
が示された。さらに、地域連携プロジェクト Xでは、香港 Food Expo の開催会期間中に夕食会の
開催などインフォーマルな集まりが行われていた。これらの結果、地域連携プロジェクトでは情
報収集のみならず、信頼の構築をすることによって今後の中小企業における国際展開のプロセ
スに影響を与えることが示唆された。 
 
（2）信頼形成と地域連携プロジェクト 
中小企業の信頼形成は、海外展開における地域連携プロジェクトのパフォーマンスに影響を
及ぼす可能性が示唆された。地域連携プロジェクトをチームと捉え、学習、組織間信頼、および
組織内信頼に関連する理論的研究を実施した。その結果から、小規模企業を含む中小企業の活動
を一般的な信頼問題とネットワーク形成の理論により特徴づけた。 
中小企業の海外展開には、他企業・団体との信頼構築・ネットワークの形成が不可欠であるこ
とが示されている。そこで、第一の課題として、組織間の信頼形成の要件の理論研究を行った。
そして、組織間信頼には情報の獲得可能性が信頼形成の要件であることが示された。さらに、こ
の信頼形成の発展段階では、各段階において信頼促進の要件が異なり、各段階で必要とされる情
報の質も信頼促進の要件となることが示された。 
第二の課題は、ネットワーク構築と信頼の関係である。小規模企業は他企業を結節点として
様々なネットワークを拡大する必要がある。このプロセスは、チーム内・間の学習と類似してい
る。本研究は、このチーム学習と信頼およびネットワークの関係を理論的に考察した。そして、
チームの信頼とネットワーク構築は不可分の関係にあり、この相互依存関係が信頼形成プロセ
スに対応していることを明らにした。 
理論的研究から得られた知見は、信頼形成の段階とネットワークの範囲が企業内・間の活動内
容とその生産性を決定するというものである。これら理論的示唆から、信頼とネットワークは、
特に規模の小さい企業にとって、その企業行動と収益構造に対して大きく影響するはずである。
したがって、この仮説は実証的に検証すべき課題であり、かつ小規模企業にとって必要とする成
長要件となりうるかも検証すべきである。よって、地域内における小規模企業間のネットワーク
構築は、海外展開に不可欠であり、この企業間の相互依存関係が地域内の海外展開に対する協力
体制そして地域連携プロジェクトに影響を及ぼすことが示唆される。 
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